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1本稿は大山(2009)を土台に大幅に改稿したものである。これまでの著作大山(1979)、(1994)、 
(1996)を念頭に置き、営利企業、NPO、政府が混在する混合体制の政策理論として構想を練り直した。 
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4 Kornai (1986)参照。 
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図 1 ソフトな予算制約 
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 両者の利得は規制水準Ｒと天下り数Ｎに依存している。官庁の利得関数（payoff  
function） 
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国内業界の利得関数 

































































                                                   
6 大山(1996)は上記 2命題をはじめて示しその背景と意義を論じた。 
図 2 経済的規制 
図 3 社会的規制 
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7 山内(1997)、 公民連携白書(2007、 2008、 2009)参照。 
8 Samuelson (1955)参照。 
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図 4 費用逓減とラムゼイ価格 図 5 費用逓増とラムゼイ価格 
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とりあえず、個人 1、 2が 1つの仲間を形成し価値財（たとえば教育サービス）Ｘ1 、
Ｘ2を消費するものとしよう。ただし、各人の効用関数はそれぞれの個人的消費量だけで
なく、仲間全体としての総消費量Ｘ（＝Ｘ1＋Ｘ2 ）にも依存している。個人 1、 2の効
用（利得）関数は準線形で 
    1 1 1 1 1 1 1 2( , ) ( , )U Y u X X Y v X X= + = + , 
    2 2 2 2 2 2 1 2( , ) ( , )U Y u X X Y v X X= + = +  
と書けるものとする。ただし、Ｙ1 、Ｙ2 は価値標準と目される民間財（たとえばコメ）
の個人 1、2 による消費量を表す。簡単化のため、各人はそれぞれが保有する労働 1 単
位でコメを生産し、コメを代価として教育サービスを市場で購入できるものとする。し
たがって 
1 1 1X Y Y+ =  
2 2 2X Y Y+ =  
という予算制約に服する。ただし
1Y 、 2Y は個人 1、2の労働の初期保有量（所与）とす
る。 
図 6のＩ1ｉ1曲線、Ｉ2ｉ2 曲線はそれぞれ個人 1、2の効用無差別曲線だ。Ｘ1 の増加
は個人 1の効用をはじめは増やすが、予算制約があるため一定限度を超えると途中から
公民連携の経済理論 
- 15 - 




















                                                   
11 Bergstrom, Blume and Varian (1986)参照。 
12 複数のプレイヤーの提携による公共財供給の理論については、平井(2009)参照。 
図 6 価値財の私的供給 
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図 7 公民情報交換 
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